
一般会計に占める教育費
（06年度決算）
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特別教室の一部
コンピュータ室、図書室、（普通教室には扇風機設置）

コンピュータ室、図書室、音楽室、中学校の美術室、家庭科室、技術
室他

コンピュータ室、視聴覚室（20年度から普通教室に計画的に設置）

コンピュータ室、中学の外国語室、（さくら小の音楽室、家庭科室、図
書室）

中学校のコンピュータ室

コンピュータ室、一部の特別教室、図書室の一部、小学校普通教室
の一部

普通教室、コンピュータ室、図書室、音楽室、中学校の美術室

エアコンの設置状況
コンピュータ室
コンピュータ室、図書室、音楽室他

貧
困
と
格
差
を
拡
大
す
る

「
構
造
改
革
」
路
線
な
ど
政
治

の
中
身
の
転
換
が
問
わ
れ
る
総

選
挙
。
宇
治
市
長
選
挙
で
は
、

国
言
い
な
り
の
政
治
を
強
引
に

進
め
る
市
政
の
転
換
が
求
め
ら

れ
ま
す
。

国
政
で
も
宇
治
で
も
、
構
造

改
革
路
線
か
ら
の
転
換
が
問
わ

れ
ま
す
。
相
乗
効
果
を
発
揮
し

て
た
た
か
い
ま
し
ょ
う
。

や
ま
し
ろ
健
康
医
療
生
協
と
21

宇
治
市
民
ネ
ッ
ト
は
共
催
し
て
、

後
期
高
齢
者
医
療
制
度
の
廃
止
を

求
め
る
学
習
会
を
６
日
、
あ
さ
く

ら
診
療
所
ホ
ー
ル
で
開
き
、
60
人

が
参
加
し
ま
し
た
。

津
田
光
夫
・
京
都
社
保
協
議
長
・

医
師
が
、
「
詰
め
を
間
違
え
な
い

た
め
に
」
と
題
し
て
報
告
。
「
75

歳
で
〝
い

の
ち
〟
を

線
引
き
し
、

差
別
す
る

制
度
の
根

本
問
題
を

変
え
な
い
『
見
直
し
』
は
許
さ

れ
な
い
。
衆
議
院
で
速
や
か
に

審
議
さ
せ
、
問
題
点
を
国
民
の

前
に
明
ら
か
に
し
、
廃
止
さ
せ

る
こ
と
が
重
要
」
と
指
摘
。

参
加
者
か
ら
は
「
廃
止
ま
で

あ
と
ひ
と
頑
張
り
」
、
「
「
宇

治
市
長
が
6
月
議
会
で
『
後
期

高
齢
者
医
療
制
度
の
野
党
の
廃

止
法
案
も
与
党
の
見
直
し
も
自

治
体
に
と
っ
て
は
迷
惑
』
と
の

答
弁
は
、
他
人
事
の
よ
う
で
、

高
齢
者
の
気
持
ち
を
ま
っ
た
く

分
か
っ
て
い
な
い
」
と
の
意
見

が
出
さ
れ
ま
し
た
。

７日投票の南区市議補選。事実上

の自共対決選挙で、後期高齢者医療

制度の廃止などを訴えた共産が、自

民に大差をつけて勝利しました。
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市長は、地元住民の声を無視して、深夜に職員

を動員して２度も開浄水場の廃止強行を試みまし

た。現在、地元市民３１２人が「廃止しないで」

と裁判で市を訴えています。

05年8月、大久保小学校の建替えに併せて消防分

署の合築を発表。保護者も先生も寝耳に水。地域

の運動で合築をストップしました。

突然、宇治小学校を1000人の小中一貫校に建替

える話が浮上。2012年開校と一方的に日を決めて

から説明会。「狭いグランドで中学生はクラブ活

動できるのか」など保護者から疑問の声。

05年12月、市民不在で２市２町の任意合併協議

会を発足。大義もメリットもなく07年8月に破たん。

05年４月、北小倉保育所を民間に無償譲渡。公

的保育の充実が問われているのに、民営化を推進。

市民に対して強引な市政運

営。しかも国が進める後期高

齢者医療、天ヶ瀬ダム再開発・

宇治川1500トン放流や市町村

合併などで、市民の立場から

ものが言えず、結局は国言い

なりの対応です。

市民の願いや地方自治の立

場から、国にものを言う新し

い市長が求められます。

３月議会で市長は「高齢化が進む

中・・医療費適正化の総合的な推

進などを柱として・・創設された」

と無批判に国言いなりに制度容認。


